
米子市まちなかコミュニティ活性化支援事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、米子市補助金等交付規則（平成１７年米子市規則第４６号。

以下「規則」という。）第５条第２項の規定に基づき、規則に定めるもののほ

か、米子市まちなかコミュニティ活性化支援事業補助金（以下「本補助金」と

いう。）の交付に関し必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。

⑴ 中心市街地等 米子市立地適正化計画で定める都市機能誘導区域のうち、

米子駅周辺に定めた区域をいう。

⑵ 組織・団体等 中心市街地等のコミュニティの活性化に向けた対策に取り

組む個人事業者、企業、農商工団体、特定非営利活動法人、ボランティア団

体、自治組織その他の住民団体等（法人格の有無を問わない。）であって、

その活動の拠点を米子市内に有するものをいう。ただし、次のいずれかに該

当する者を除く。

ア 宗教活動又は政治活動を主たる目的とする者

イ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）若しくは暴力団員

（同条第６号に規定する暴力団員をいう。）又はこれらの統制の下にある

者

ウ 米子市市税等の滞納者に対する行政サービスの利用制限措置に関する要

綱（平成１８年４月１日施行）第２条に規定する市税等を滞納している者

２ この要綱において「中心市街地等が抱える課題」とは、中心市街地等におけ

る生活者及び中心市街地等を訪れる者のニーズに基づく課題であって、次に掲

げるものをいう。

⑴ 少子化

⑵ 高齢化

⑶ 安全及び安心

⑷ 中心市街地等におけるにぎわいの喪失

⑸ 前各号に掲げるもののほか、中心市街地等において広く認識されている固

有の課題

（本補助金の交付）



第３条 本補助金は、組織・団体等による中心市街地等のコミュニティを活性化

させるための取組を支援することにより、中心市街地等が抱える課題の解決を

図り、もって中心市街地等の再生に資することを目的として交付する。

（補助事業）

第４条 本補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、組

織・団体等が中心市街地等において行う次に掲げる事業又は取組とする。

⑴ コミュニティビジネス事業

地域の実情に応じた共助・生活支援サービス、地域の資源を活用したコミ

ュニティ拠点施設・ゲストハウス（旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）

第３条第１項の許可を受けて経営する同法第２条第３項に規定する簡易宿所

営業に係る施設であるものに限る。）の運営等、中心市街地等が抱える課題

をビジネスの手法により解決し、その活動の利益を当該中心市街地等に還元

する事業

⑵ 活性化事業

世代間若しくは地域間の交流などを通じて中心市街地等のコミュニティを

再生し、若しくは発展させる取組又は中心市街地等に居住する者を増やすた

めに当該中心市街地等に生業を興す取組

２ 一の組織・団体等が前項各号のいずれの事業及び取組を行う場合であっても、

補助事業は、そのいずれか一方のみに限るものとする。

（補助対象経費）

第５条 本補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

次の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定める経費とする。

⑴ ハード事業 次に掲げる経費

ア 補助事業の用に供する施設の改修又は整備に要する経費

イ 補助事業の用に供する機器、設備又は備品のリースに要する経費

ウ 補助事業の用に供する備品（５０万円未満のものに限る。）の購入に要

する経費

エ アからウまでに掲げるもののほか、補助事業を実施するために必要であ

ると市長が認める経費

⑵ ソフト事業 次に掲げる経費

ア 補助事業の実施に係る調査、宣伝、機運の醸成等に要する経費

イ 補助事業の実施に係る新たな地域ビジョン又は計画の策定に要する経費

ウ ア及びイに掲げるもののほか、補助事業を実施するために必要であると

市長が認める経費



２ 補助対象経費のうち、工事請負費又は委託料を伴うものについては、県内事

業者（鳥取県産業振興条例（平成２３年鳥取県条例第６８号）第８条第２項に

規定する県内事業者をいう。以下この項において同じ。）に請け負わせ、又は

委託する場合に限り、本補助金の交付の対象とする。ただし、やむを得ない事

情により県内事業者に請け負わせ、又は委託することが困難であると市長が認

めた場合には、県外の事業者に請け負わせ、又は委託する場合についても、本

補助金の交付の対象とするものとする。

３ 土地の取得、造成及び補償に関する経費、租税公課並びに飲食費については、

補助対象経費から除くものとする。

（補助金額）

第６条 本補助金の額は、補助対象経費の額に２分の１を乗じて得た額（その額

に１,０００円未満の端数が生じたときは、当該端数を切り捨てて得た額。次

項において同じ。）を超えない範囲で市長が定めるものとする。ただし、前条

第１項第１号に定める経費に係る本補助金の額については３００万円を限度と

し、同項第２号に定める経費に係る本補助金の額については５０万円を限度と

する。

２ 前項の規定にかかわらず、補助対象経費の額に２分の１を乗じて得た額と、

寄附金その他の補助事業の実施に伴う収入（本補助金を除く。）の額との合計

額が補助対象経費の額を超える場合における本補助金の額は、当該補助対象経

費の額に２分の１を乗じて得た額から当該補助対象経費の額を超える部分の金

額に相当する額を控除して得た額（その額に１,０００円未満の端数があると

きは、当該端数を切り捨てて得た額）を超えない範囲内で市長が定めるものと

する。ただし、前条第１項第１号に定める経費に係る本補助金の額については

３００万円を限度とし、同項第２号に定める経費に係る本補助金の額について

は５０万円を限度とする。

３ 前２項の場合において、補助事業を実施する組織・団体等（以下「補助事業

者」という。）が課税事業者であるときは、これらの項の補助対象経費の額に

は、仕入控除税額（当該補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当

する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに

係る消費税額として控除することができる部分の金額と、当該金額に地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との

合計額をいう。）を含めないものとする。

（県内事業者への発注）



第７条 補助事業者は、補助事業の一部を他の事業者に請け負わせ、又は委託す

る場合には、鳥取県産業振興条例の趣旨を踏まえ、同条例第８条第２項に規定

する県内事業者への発注に努めなければならない。

（交付申請）

第８条 補助事業者は、本補助金の交付を受けようとするときは、市長に対し、

規則第６条第１項に規定する補助金等交付申請書を提出しなければならない。

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

⑴ 米子市まちなかコミュニティ活性化支援事業実施計画書（別記様式第１号）

⑵ 米子市まちなかコミュニティ活性化支援事業収支予算書（別記様式第２号）

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

３ 第１項の規定による申請書の提出は、当該補助事業の開始３０日前までに行

わなければならない。ただし、市長がこれにより難い理由があると認める場合

は、この限りでない。

（承認を要しない変更）

第９条 本補助金の交付の申請に係る規則第１１条第１項の市長の定める軽微な

変更は、次に掲げる変更以外の変更とする。

⑴ 補助金の増額又は２割以上の減額を伴う変更

⑵ 補助事業に係る事業計画の大幅な変更

（補助事業の遂行の指示）

第１０条 補助事業者は、規則第１５条第２項の指示を受けようとするときは、

市長に対し、補助事業の遂行が困難となった理由及び補助事業の遂行の状況を

記載した書類を提出しなければならない。

（実績報告）

第１１条 補助事業者は、補助事業が完了したとき、又は規則第１１条第１項の

規定により補助事業の中止若しくは廃止の承認を受けたときは、当該補助事業

が完了した日若しくは当該補助事業の中止若しくは廃止の承認を受けた日から

１５日を経過する日又は当該補助事業が完了した日若しくは当該補助事業の中

止若しくは廃止の承認を受けた日の属する年度の３月１０日のいずれか早い日

までに、市長に対し、規則第１８条第１項に規定する補助事業等実績報告書を

提出しなければならない。

２ 前項の報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

⑴ 米子市まちなかコミュニティ活性化支援事業実績報告書（別記様式第１号）

⑵ 米子市まちなかコミュニティ活性化支援事業収支決算書（別記様式第２号）

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

（財産に関する書類の保管）



第１２条 補助事業者は、補助事業により取得した財産について、次条第１項に

定める期間を経過するまでの間、財産管理台帳及びその他関係書類を整備し、

及び保管しておかなければならない。

（財産の処分制限）

第１３条 規則第２４条第２項ただし書に規定する市長が定める期間は、減価償

却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐

用年数に相当する期間（当該耐用年数が５年に満たない財産については５年と

し、同令に定めのない財産については市長が別に定める期間とする。次条第１

項第４号において同じ。）とする。

２ 規則第２４条第２項第２号の市長が定める機械及び重要な器具は、取得価格

又は効用の増加価格が５０万円以上の機械及び器具とする。

（交付決定の取消し等）

第１４条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めた場合は、

本補助金の額の確定の有無にかかわらず、本補助金の交付の決定の全部又は一

部を取り消し、補助事業の当該取消しに係る部分に関し既に本補助金が交付さ

れているときは、当該補助事業者に対し、その返還を命ずることができる。

⑴ 補助事業に関し、法令、条例若しくは規則又はこれらに基づく市長の指示

に反したとき。

⑵ 本補助金を補助事業以外の事業又は補助対象経費以外の経費に使用したと

き。

⑶ 新たに起業する事業について本補助金の交付の決定を受けた場合において、

当該事業を本補助金の交付を受けた日の属する年度内に創業することができ

なかったとき。

⑷ 市長が定める期間内に本補助金の交付を受けて実施する事業を中止し、若

しくは廃止し、又は本補助金の交付を受けて取得した財産を減価償却資産の

耐用年数等に関する省令に定める耐用年数に相当する期間内に処分したとき。

２ 前項の規定により市長が返還を命ずることができる本補助金の額は、本補助

金の交付の決定の取消しに係る同項第４号の事業の継続年数を勘案し、市長が

定めるものとする。

３ 補助事業者は、第１項の規定により本補助金の返還を命ぜられたときは、当

該命令がなされた日から起算して１０日以内に、市に対し、当該返還を命ぜら

れた額の本補助金を返還しなければならない。

（補助事業完了後の状況報告等）

第１５条 補助事業者は、補助事業が完了した年度（次項において「補助事業完

了年度」という。）の翌年度から３年間、市長に対し、米子市まちなかコミュ



ニティ活性化支援事業実施状況報告書（別記様式第３号）により、補助事業完

了後の状況について報告しなければならない。

２ 前項の規定による報告は、同項に定める期間の各年度の４月３０日までに、

その前年度の状況について行わなければならない。ただし、補助事業完了年度

の翌年度においては、当該年度の７月２０日までに、補助事業の完了の日の翌

日から当該年度の６月３０日までの状況について行わなければならない。

（規定外事項）

第１６条 この要綱に定めるもののほか、本補助金の交付に関し必要な事項は、

別に定める。

附 則

この要綱は、平成２７年７月１日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２８年４月１５日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の米子市まちなかコミュニティ活性化支援事業補助金

交付要綱第２条の規定は、この要綱の施行の日以後に交付の決定を行う米子市

まちなかコミュニティ活性化支援事業補助金について適用し、同日前に交付の

決定を行った米子市まちなかコミュニティ活性化支援事業補助金については、

なお従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成３０年４月１７日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の米子市まちなかコミュニティ活性化支援事業補助金

交付要綱第４条の規定は、この要綱の施行の日以後に交付の申請がされる米子

市まちなかコミュニティ活性化支援事業補助金について適用し、同日前に交付

の申請がされる米子市まちなかコミュニティ活性化支援事業補助金については、

なお従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和３年４月３０日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の米子市まちなかコミュニティ活性化支援事業補助金

交付要綱第２条の規定は、この要綱の施行の日以後に交付の申請がされる米子



市まちなかコミュニティ活性化支援事業補助金について適用し、同日前に交付

の申請がされた米子市まちなかコミュニティ活性化支援事業補助金については、

なお従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和５年８月２２日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の米子市まちなかコミュニティ活性化支援事業補助金

交付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に交付の申請がされる米子市まち

なかコミュニティ活性化支援事業補助金について適用し、同日前に交付の申請

がされた米子市まちなかコミュニティ活性化支援事業補助金については、なお

従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和６年５月２８日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の米子市まちなかコミュニティ活性化支援事業補助金

交付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に交付の申請がされる米子市まち

なかコミュニティ活性化支援事業補助金について適用し、同日前に交付の申請

がされた米子市まちなかコミュニティ活性化支援事業補助金については、なお

従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和８年５月１２日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の米子市まちなかコミュニティ活性化支援事業補助金

交付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に交付の申請がされる米子市まち

なかコミュニティ活性化支援事業補助金（以下「本補助金」という。）及び当

該本補助金に係る補助事業（同要綱第４条第１項に規定する補助事業をいう。

以下同じ。）について適用し、同日前に交付の申請がされた本補助金及び当該

本補助金に係る補助事業については、なお従前の例による。



別記

様式第１号（第８条、第１１条関係）

年度米子市まちなかコミュニティ活性化支援事業計画（報

告）書

１ 補助事業者の概要

（注）今後組織を設立する場合は、その予定を記入してください。

２ 事業実施計画（実績）の概要

補 助 事 業 者 の 名 称

代表者の職及び氏名

所 在 地 （ 連 絡 先 ）

組 織 の 概 要

事 業 の 名 称

事 業 区 分 □ コミュニティビジネス事業（要綱第４条第１項第１号）

□ 活性化事業（要綱第４条第１項第２号）

事 業 期 間 年 月 日から 年 月 日まで

事 業 対 象 地 域 地域

・高齢化率：□30％以上（具体的に ． ％） □30％未満

・その他地域を表す指標（人口減少率等、適宜追加）

（指標） （値） （時点）

（指標） （値） （時点）

（指標） （値） （時点）

事業目的（効果） ※本事業で解決しようとする地域の課題や住民ニーズ、本事業の効果等を記載

してください。

事 業 内 容 ※実施予定日、対象者、参加（予定）人数、開催場所、事業概要等を記載して

ください。なお、工事請負費又は委託料が伴うものについて、やむを得ない

事情で県内事業者への発注が困難である場合は、その理由を記載してくださ

い。

他 の 補 助 事 業

の 活 用 の 有 無

有・無

※いずれかに○を付け、「有」の場合は、次の表に記入してください。

活用する補助金名

事業内容

当該補助金の所管

部署（団体）名



※添付書類

⑴ 交付申請時

ア 補助事業者の概要を確認することができる規約及び構成員の所属、

氏名、役割等を記載した書類

イ 補助事業の計画の詳細を確認することができる図面、見積書（３者

程度）、パンフレット等

ウ 地域の課題を確認することができる書類（自治会の意見書等）

エ 補助事業を実施するために適用される関係法令がある場合は、当該

法令に基づく協議等の経過を確認することができる書類又は当該法令

に基づく許可、認可等を受けたことを証する書類（交付申請時におい

て既に当該許可、認可等を受けている場合に限ります。）

⑵ 実績報告時

ア 補助事業の実績の詳細を確認することができる図面、工事契約書又

は委託契約書の写し、領収書の写し、調査報告書、機運醸成の結果が

分かる資料、新たに策定した補助事業の実施に係る地域ビジョン又は

計画書、パンフレット（交付申請時と異なる場合に限ります。）等

イ 補助事業を実施するために関係法令による許可、認可等を受けた場

合は、当該許可、認可等を受けたことを証する書類（交付申請時に添

付している場合は、添付を省略することができます。）

ウ 補助事業の実施の状況を確認することができる資料（写真、ポスタ

ー、パンフレット等）

消費税の取扱い ☐ 一般課税事業者

☐ 簡易課税事業者

☐ 免税事業者

☐ 仕入控除税額が明らかでない一般課税事業者

事 業 体 制 ※市や地域の理解を踏まえ、充分な体制の下、取組を主体的に行い計画を実現

できることが分かるように記載してください。

特 記 事 項

所管部署（団体）

連絡先



様式第２号（第８条、第１１条関係）

年度米子市まちなかコミュニティ活性化支援事業収支予算

（決算）書

１ 収入 （単位：千円）

２ 支出（事業費内訳） （単位：千円）

（注）収支予算書として提出する場合は、事業に係る予算の概要が分かる資料を添

付してください。

区 分
予算額

（決算額）
備 考

本補助金

そ の 他

合 計

事業区分 科目
予算額

（決算額）
積 算

合 計



様式第３号（第１５条関係）

年度米子市まちなかコミュニティ活性化支援事業実施状況報告書

報告日： 年 月 日

報告者：

１ 対象事業の概要

２ 事業の成果等（事業実施後 年目）

３ 現在の課題及び対応

実施事業年度 年度

事業名

事業実施主体名

事 業 の 成 果

※事業完了以降の取組、体制、活動実績等を踏まえ、事業計画書に記載した「事業

目的（効果）」の実現状況、住民及び地域への影響及び効果等を記載してくださ

い。

事 業 の 課 題

課 題 へ の 対 応


